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意見書 

監査委員告示第 １ 号 

 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項及び東員町監査委

員条例第１１条第１項の規定により、令和４年度定期監査の結果を次のとおり

公表する。 

 

  令和５年 １月 ４日 

 

                東員町監査委員  種村 拓夫 

 

 

                東員町監査委員  大谷 勝治 

 

 

１ 監査の期間 

   令和４年１１月 ４日 から 令和４年１１月１７日まで 

 

２ 監査の実施個所 

東員保育園・神田幼稚園、笹尾第一保育園・笹尾西幼稚園、笹尾第二保

育園・笹尾東幼稚園、稲部小学校、笹尾西小学校、笹尾東小学校、東員第

二中学校、総務課、政策課、財政課、税務課、町民課、みらい環境課、保

険年金課、地域福祉課、子ども家庭課、健康長寿課、産業課、建設課、上

下水道課、会計課、教育総務課、学校教育課、社会教育課、議会事務局 

 

３ 監査の対象及び方法 

地方自治法第１９９条第４項の規定に基づき、町の財務に関する事務の

執行及び経営に係る事業の管理について、令和４年の上半期（令和４年４

月１日から令和４年９月３０日まで）における事務事業の執行状況につい

て監査を実施した。 

監査にあたっては、監査資料の事前提出及び追加資料を求め、書記によ

る予備調査も行いつつ実施した。 

また、幼稚園、保育園、小学校、中学校の監査については、隔年による

現地監査とし、３保育園・幼稚園、３小学校、１中学校を対象に、管理運

営及び営繕等について監査した。 
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監査の対象となった財務に関する事務の執行については、各課、局等か

ら提出された資料及び提示のあった関係書類等に基づき証憑突合や質疑応

答を行い、事務の執行に関する監査を実施した。 

 

４ 監査の重点 

財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理が適正かつ効率的、

合理的に実施されているか。事務事業の執行が公正、計画的かつ法令・例

規等に準拠し、適正に行われているか。また、行政全般の運営、住民福祉

の増進に最小経費で最大の効果をあげるため、組織運営の合理化が図られ、

正確性・有効性が活かされているかなどについて監査を実施した。 

また、契約事務については締結状況の確認を行った。 

 

５ 監査結果に対する改善状況等の確認 

本定期監査結果に対する改善状況等の確認については、各部局等に報告

を求め、その改善状況の確認を行うとともに、引き続き令和４年度決算審

査及び令和５年度の定期監査で検証、確認することとする。 

 

６ 監査の結果 

監査の結果においては、財務に関する事務事業の執行については、全体

的に効果的、合理的に執行されており適正であると認められた。 

なお、監査時に見受けられた事務処理上の書類の不備及び軽微な事項に

ついては、その都度口頭で指摘し、改善・検討を要請したので記述を省略

する。 

 

（１）共通事項 

行政の事業は、法律、条例、規則といった法令はもとより、組織上の細

目や事務処理手続その他事務処理上必要な事項を定めた規程や行政内部

の一般的な準則を定めた要綱等（以下「例規等」という。）を根拠に実施

されることが大前提である。 

目まぐるしく変化する社会情勢に対応するため、例規等で定める範囲で

は現実の問題に対処できないような場合は、町の方針を明確にし、その

方針に沿って例規等を改正するなど、根拠を明確にした後、事業の実施

に務められたい。 

 

公用車のドライブレコーダー設置について、ドライブレコーダーは自身

の身を守るだけでなく、走行中において防犯カメラの役目も果たし、走

る防犯機能も有することになるので早急に取り組まれたい。 
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契約事務について、以前は、予定価格が例規等で定められている金額以

下等の理由で、随意契約で執行しているが、ウクライナ情勢から資材を

はじめ燃料等の諸経費が急騰しており、随意契約が困難な場合は、一般

競争入札等により、執行されたい。随意契約にすべく分割契約は避け、

随意契約に付する理由についてさらに精査されたい。 

 

自治体の業務は、コア業務とノンコア業務に区分できる。行政サービス

の向上させるためには、職員はコア業務に注力し、ノンコア業務は自動

化や同種業務の集約化、アウトソーシングによって生産性を上げ、そこ

で生まれた余力を住民対応や政策手段の企画・立案に活用し、住民満足

度の向上やさらには職員負担の軽減等も期待できることから、課ごとに

業務量をデータ化し、客観的に可視化の実施を検討をされたい。 

 

（２）財政関係 

 新型コロナウイルス接種体制確保事業や新型コロナウイルス感染症対

応地方創生臨時交付金を活用した感染症対策事業などを補正計上したた

め、令和４年度一般会計予算は、９月末現在、歳入歳出それぞれ９，９３

１，５６５千円（うち繰越予算額１５７，３０５千円）と、前年度同時期

と比較して７６１，０６８千円の増額となっている。 

歳入予算総額に占める構成の主な割合については、町税３５．８％、地

方交付税１３．８％、国庫支出金１３．０％、地方債１３．３％となって

いる。 

歳出予算では、性質別に分けると義務的経費（人件費、公債費及び扶助

費）４２．３％、投資的経費１３．４％、その他の経費４４．３％で、歳

出予算総額に対する執行率は３５．６％となっている。 

 

 

（３）所管事務の執行状況及び意見 

   ・総務課 

    〔指摘事項〕 

      特になし 

    〔意見等〕 

      特になし 

 

   ・政策課 

    〔指摘事項〕 

      特になし 
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    〔意見等〕 

      北勢線の運営について、今後も厳しい状況が続くと推察されるた

め、あらゆる方面から協議検討をされたい。また、新しい公共交通

についても、先進地の状況等を調査研究されたい。 

 

   ・財政課 

    〔指摘事項〕 

      特になし 

    〔意見等〕 

      特になし 

 

   ・税務課 

    〔指摘事項〕 

      特になし 

    〔意見等〕 

      特になし 

 

   ・町民課 

    〔指摘事項〕 

      特になし 

    〔意見等〕 

      特になし 

      

   ・みらい環境課 

    〔指摘事項〕 

      特になし 

    〔意見等〕 

      ゼロカーボンシティ宣言を表明し、「ゼロカーボン実現計画」を

策定するに際し、行政だけでなく、町民、事業所（者）等との協働

によるものにされたい。 

       

   ・保険年金課 

    〔指摘事項〕 

      特になし 

    〔意見等〕 

      特になし 
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   ・地域福祉課 

    〔指摘事項〕 

      特になし 

    〔意見等〕 

      特になし 

 

   ・子ども家庭課 

    〔指摘事項〕 

      特になし 

    〔意見等〕 

   特になし 

 

   ・健康長寿課 

    〔指摘事項〕 

      特になし 

    〔意見等〕 

      特になし 

 

・産業課 

    〔指摘事項〕 

      特になし 

    〔意見等〕 

      特になし 

 

   ・建設課 

    〔指摘事項〕 

      特になし 

    〔意見等〕 

      委託等契約件数が多いことから、適正な契約方法にて執行された

い。 

 

   ・上下水道課 

    〔指摘事項〕 

      特になし 

    〔意見等〕 

      上下水道施設の老朽化が進行し、大規模な更新時期を迎えるに当

たり、需要者に対する負担について理解を得る必要があるため情報
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提供方法について検討されたい。 

 

   ・教育総務課 

    〔指摘事項〕 

      特になし 

    〔意見等〕 

      老朽化等による施設等修繕については、計画的に実施されたい。 

 

   ・学校教育課 

    〔指摘事項〕 

      特になし 

    〔意見等〕 

      昨今の情勢（保育料無償化等）から、保育園の児童が増加傾向に

あり、保育士不足が懸念されることから、現場である保育園等と連

携を密にし、人員確保に向け努められたい。 

 

   ・社会教育課 

    〔指摘事項〕 

      特になし 

    〔意見等〕 

      委託等契約件数が多いことから、適正な契約方法にて執行された

い。 

 

   ・会計課 

    〔指摘事項〕 

      特になし 

    〔意見等〕 

      特になし 

 

   ・議会事務局 

    〔指摘事項〕 

      特になし 

    〔意見等〕 

      特になし 
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   ・幼稚園、保育園、小学校、中学校 

    〔指摘事項〕 

      特になし 

    〔意見等〕 

      今後も園児・児童・生徒が健全な園・学校生活を送ることができ

るよう関係機関と連携を密にし教育環境づくりに努められたい。 

 


